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１．東京都環境基本計画
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https://www.kankyo.metro.tokyo.lg.jp/basic/plan/
master_plan/index.html

未来を拓くクリーンで

レジリエントな世界都市・東京へ

2050年のあるべき姿の実現に向けて、
2030年までの目標と施策のあり方を明示



２．2030年目標と2050年のあるべき姿
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持続可能な土壌汚染対策
推進のポイント

基準不適合土壌による健康被害防止

（関係者間や地域住民等）



３．今後の土壌汚染対策制度の方向性

①
環境規制

③
情報共有・管理

②
自主的取組
の促進

・健康被害防止

・地下水環境保全

・技術支援

・啓発

・オープンデータ

・トレーサビリティ
（自然由来土壌等）



４．環境規制
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①地下水調査等解説（案）の作成

⇒狭あいな土地で施工が可能で、低コストで効果的な地下水汚染の拡大防止の対
策技術を公募。中小事業者の工場等の跡地において、対策を実施し、効果等を検
証、公表することにより、「土壌の３R」を考慮した土壌汚染対策の普及を図る。

③自然由来等土壌の有効活用促進のための制度改善

・健康被害防止

・地下水環境保全

①

環境規制 ①環境規制に係る制度改善：
・必要な制度改善、着実な運用等

⇒条例及び法において求められる地下水調査の実施方法について、土壌汚染対策
実務者向けのマニュアルとして作成。令和4年度土壌汚染対策検討委員会で暫定
版を公表。今後、実態調査やデータ分析等を踏まえて拡充予定

②地下水汚染拡大防止技術確立のための実証事業

⇒自然由来等土壌の有効活用が進んでいない理由として、人為由来と自然由来の
区分けが難しいことや、自然由来等土壌の分布範囲が不明瞭等が挙げられる。
土壌の３Rのうち「Reuse：土壌の資源活用」を進めるため、都内の自然由来等
土壌の特性に応じた合理的な調査・対策案を検討し、事例を蓄積

詳細は、フォーラムにて



5．自主的取組の促進
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①「持続可能な土壌汚染対策ガイドブック」改訂(事例追加)

⇒「未然防止」「操業中からの取組」への対応を強化するため土壌汚染対策アドバイザーに
よる調査支援を実施。土壌地下水汚染への早期の対応や、中小事業者の土壌汚染対策の負
担軽減及び計画的な土壌汚染対策を推進

③中小事業者の工場跡地における基準不適合土壌を残置した土地の利活用

・技術支援

・啓発

②
自主的取組
の促進

②自主的取組の促進：
・事業者が自主的に持続可能な土壌汚染対策を選択できるように
するための技術支援

・特に中小事業者に対する取組みの後押し

⇒自然由来等土壌の活用事例や、狭あい地における地下水汚染拡大防止技術の適用事例等を
ガイドブックに追加。土壌の３Rを考慮した持続可能な土壌汚染対策の普及啓発。

②アドバイザーによる操業中からの調査・対策支援

⇒中小事業者による円滑な土地利用の転換を促し、「土壌の３Ｒ」を考慮した持続可能な土
壌汚染対策を促進するため、基準不適合土壌を残置した土地の利活用を行う者に対して、
被覆盛土部分相当の費用を支援

詳細は、フォーラムにて



6．情報共有・管理
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①都内の自然由来等土壌や地下水状況の実態把握

⇒円滑な土地の利活用や基準不適合土壌が存在する土地の管理・自然由来等土壌の
トレーサビリティの確保を確実に行うことを目的として、調査結果を順次オープ
ンデータとして公表
汚染が確認されなかった土地の情報についても台帳として公開することを推進

・オープンデータ
・トレーサビリティ
（自然由来土壌等）

③
情報共有・管理 ③情報共有・管理：

・自然由来等土壌や地下水状況の実態把握
・オープンデータによる土地の利活用や確実な管理

⇒都内における地形毎の調査及び対策の課題に対応するため必要な基礎調査等を
実施（都内沖積層を対象とした試料採取、原位置試験といった現場調査、既往
調査（汚染状態、地質、地下水等）の統計分析等）
これらの結果を、都内の地形・地質を踏まえた合理的な調査・対策案を示し、
各現場へ適用を目指す。

②オープンデータによる土地の利活用や確実な管理

地下水の流れ

地下水面

・既存データの調査、分析
・実態調査の実施

詳細は、「土壌汚染対策届出情報のデジタル化、
オープンデータ化」にて



社会面

・土地の利活用
（ブラウンフィールド化の回避）

・地域コミュニティや施設利用者等

環境面

・対策による環境負荷
（エネルギ使用（CO2排出）、
自然環境や大気環境への影響、
資源消費・廃棄物発生等）

経済面

・対策・維持管理費用
・土地の資産価値
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①
環境規制

③
情報共有・管理

②
自主的取組
の促進

・健康被害防止

・地下水環境保全

・技術支援

・啓発

・オープンデータ

・トレーサビリティ

（自然由来土壌等）


